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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 提出会社の経営指標等

 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (千円) 294,903 321,592 305,282 283,106 282,065

経常利益 (千円) 63,787 61,141 69,339 52,316 45,984

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 36,541 39,032 44,733 32,315 △35,928

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000

発行済株式総数 (千株) 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

純資産額 (千円) 251,152 290,184 334,918 367,234 324,705

総資産額 (千円) 638,077 609,806 612,765 597,254 599,540

１株当たり純資産額 (円) 190.26 219.83 253.72 278.20 245.98

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
― ― ― 5 ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) 27.68 29.56 33.88 24.48 △27.21

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.36 47.59 54.65 61.48 54.15

自己資本利益率 (％) 14.55 13.45 13.35 8.79 △11.6

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― 20.4 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 34,428 87,962 23,750 26,826 △38,125

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,222 1,798 4,774 △4,134 △13,100

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △63,978 △60,648 △53,638 △37,877 81,579

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 44,649 73,762 48,649 33,465 63,818

従業員数
(外、平均臨時雇用数)

(人)
5 6 7 7 3
(0) (0) (0) (0) (0)
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は非連結子会社及び関連会社を有しておりませんので記

載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．株価収益率については、非上場、非登録のため記載しておりません。
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２ 【沿革】

大正７年４月 現在地において個人経営颯波鉄工所(代表 颯波寿)として創設、紡績をはじめわが国の主要企業

に数多くのボイラーを納入。

昭和３年４月 初めて、国鉄大阪鉄道管理局庁舎に水管式ボイラーを納入。

昭和７年９月 合名会社 颯波鉄工所 設立(代表社員 颯波鉄三)。

昭和23年９月 組織を株式会社に変更、社名を株式会社颯波鉄工所とした。

(代表取締役 颯波鉄三)資本金 1,000千円

昭和25年４月 国鉄よりボイラー納入指定業者に採用される。

昭和36年５月 増資 資本金   8,000千円

昭和37年５月 増資 資本金  50,000千円

昭和38年５月 増資 資本金 120,000千円

昭和40年４月 不況により大阪地方裁判所に会社更生法を申請、承認を受ける。

昭和40年７月 株式会社サッパボイラを設立(代表取締役 吉田又勝)。

資本金 3,000千円

昭和43年４月 新たにゴミ焼却装置、集じん装置、付帯機器等、環境衛生設備の製造販売事業を開始。

昭和44年２月 株式会社颯波鉄工所と、株式会社サッパボイラが合併。

社名を株式会社サッパボイラとする。資本金 60,000千円

昭和50年６月 無償増資6,000千円をし、資本金66,000千円となる。

昭和60年８月 新たにモータープール事業の開始。

平成元年６月 賃貸用マンションの完成により、不動産賃貸事業開始。

平成17年９月 借地(国有地)1,780.58㎡を178,000千円で取得。
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３ 【事業の内容】

当社は子会社及び関連会社を有しておりません。当社の事業は次のとおりです。

(1) ボイラー部門

① 汽罐及び付属品の製造、販売並びに据付、解体、配管工事

② 廃棄物焼却炉及び環境衛生機器の製作並びに販売

③ 上記①、②に附帯する保守サービス業務

(2) 不動産部門

マンションの賃貸及びモータープールの経営

(3) 事業の系統図

①ボイラー部門

　

　

②不動産部門

　

 

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成26年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3 38.0 3.0 4,476,311
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

ボイラー部門 3

不動産部門 ―

全社(共通) ―

合計 3
 

(注) １．当社は連結子会社を有しておりませんので、当社の従業員の状況であります。

２．臨時従業員はいません。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおりません。

４．上記の人数は前期の従業員数より減少しておりますが、前期は役員兼任従業員が

含まれていたためであり、全体としては変化はありません。

(2) 労働組合の状況

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国経済は、政府の経済対策や日本銀行の金融緩和による景気回復への期待感から円安や

株価上昇もあり、企業業績が緩やかな回復基調にありました。

　このような状況下、当社ではボイラー新設の引き合いが非常に厳しく、既存先のボイラー1基の入れ替えと、修繕

工事等に留まりましたが、蒸気機関車用ボイラーの復元工事が1基と修繕工事が3基あり多忙な一年となりました。

　その結果、当事業年度の売上高は、282,065千円（前年同期比0.3％減）となり、経常利益は45,984千円（前年同

期比12.1％減）、当期純損失は35,928千円（前事業年度は当期純利益32,315千円）となりました。

また、セグメントごとの業績は次のとおりであります。

(ボイラー部門)

　ボイラー部門の売上高は230,896千円（前年同期比2.1％増）となり、営業利益は76,143千円となりました。

(不動産部門）

　不動産部門の売上高は、マンションの賃貸収入45,189千円（前年同期比8.9％減）モータープール賃料収入が

5,979千円（前年同期比18.7％減) 合計51,168千円（前年同期比10.2％減）となり、営業利益は30,238千円となりま

した。

（2）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は63,818千円となり、前年同期に比べ30,353千円の増加となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは38,125千円の支出（前事業年度は26,826千円の収入）となり

ました。当事業年度の主な減少原因は、税引前当期純利益の減少で△54,015千円、仕入債務の減少で△21,429千円

であります。また、主な増加原因は売上債権の減少で53,203千円であります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは13,100千円の支出（前事業年度は4,134千円の支出）となりま

した。これは定期預金の預入による支出△5,031千円、有形固定資産の取得による支出△4,373千円、保険積立金の

積立による支出△3,696千円であります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは81,579千円の支出（前事業年度は37,877千円の支出）となり

ました。主な増加原因は、長期借入れによる収入250,000千円であります。また、主な減少原因は、長期借入金の返

済による支出△167,708千円、配当金の支払による支出△6,241千円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントで示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

                  ボイラー部門 124,447 102.6

合計 124,447 102.6
 

(注) 金額は製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績をセグメントで示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

     ボイラー部門 257,249 132.8 38,819 311.3

合計 257,249 132.8 38,819 311.3
 

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

                  ボイラー部門 230,896 102.1

                   不動産部門 51,168 89.7

合計 282,065 99.6
 

(注) １．金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。
 

相手先

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

(ボイラー部門)     

東日本旅客鉄道㈱ 54,720 19.3 86,772 30.7

札幌交通機械(株) ― ― 43,748 15.5

太田金属(株) ― ― 21,695 7.6

(株)ケイエスケイ ― ― 19,079 6.7

東日本トランスポーテック㈱ 52,713 18.6 ― ―

真岡鉄道(株) 35,352 12.4 ― ―

㈱ジェイアール西日本テクノス 22,370 7.9 ― ―

(不動産部門)     

三井不動産住宅リース㈱ 45,743 16.1 44,866 15.9
 

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、平成26年4月の消費税増税に向けた駆け込み需要の反動による消費マインドの一時的な

後退が見られるものの、所得・雇用環境の改善実行等により景気回復の底堅さは増しており、緩やかな回復基調で移行

するものと推察いたします。

当社といたしましては、ボイラー業界では簡易ボイラー導入等の影響により、増加は望むべくもなく、鋼材等をはじ

めとした物価の上昇が予想されますが、蒸気機関車関係の受注と、日本一の省エネボイラーの受注に注力し、更なるコ

ストの低減と顧客満足度の増加に努めまして、利益の確保にも一層の尽力をする所存であります。

 
４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、以下のとおりであります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 ボイラー部門は、主に蒸気機関車用ボイラーの修繕及び一般事業用ボイラーの製造に依存しており、ボイラーの受注

状態により当社の業績は影響を受ける可能性があります。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

該当する重要な契約はありません。

 
６ 【研究開発活動】

特記事項はありません。

 
７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。当

社の財務諸表の作成にあたっては、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた当

事業年度末現在における見積りや評価が含まれております。これらの見積り及び評価については、過去の実績等を

勘案し合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果と異なる場合があります。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １．財務諸表等 (1) 財務諸表 重要な会計方針」に記載しておりま

す。

(2) 財政状態の分析

① 流動資産の部は、主として現預金の増加35,384千円及び繰延税金資産の増加17,812千円並びに売掛金の減少

53,921千円により、前年同期比13.1％増の149,726千円となりました。

② 固定資産の部は、主として保険積立金の増加3,696千円及び長期前払費用の減少13,083千円並びに減価償却によ

る有形固定資産の減少5,732千円により、前年同期比3.2％減の449,814千円となりました。

③ 上記①、②の結果、資産は前年同期比2,286千円増加し、資産合計残高は599,540千円となりました。

④ 流動負債の部は、主として1年内返済予定の長期借入金の増加8,860千円及び支払手形の減少17,146千円並びに未

払法人税等の減少8,836千円により、前年同期比23.6％減の66,944千円となりました。

⑤ 固定負債の部は、主として長期借入金の増加73,432千円及び長期預り保証金の減少8,933千円により、前年同期

比46.0％増の207,890千円となりました。

⑥ 上記④、⑤の結果、負債は前年同期比44,814千円増加し、負債合計残高は274,834千円となりました。

⑦ 純資産の部は、当期純損失の計上で前年同期比42,528千円減少し、当期末純資産残高は324,705千円となりまし

た。 

EDINET提出書類

株式会社サッパボイラ(E01470)

有価証券報告書

 9/57



 

(3) 経営成績の分析

① 売上高は、主として不動産部門の売上減により前年同期比0.3％減の282,065千円となりました。

② 売上総利益は、主としてボイラー部門の売上原価減少により、前年同期比3.2％増の146,398千円となりました。

③ 販売費及び一般管理費は、前年同期比19.5％増加の101,302千円となりました。

④ 上記の結果、営業利益は45,095千円（前年同期比11,933千円減）となりました。

⑤ 営業外収益は、保険解約返戻金が主なものであり、11,055千円となりました。また、営業外費用は、支払利息及

び保証料の合計で、10,166千円となりました。

⑥ 以上の結果、経常利益は45,984千円（前年同期比6,331千円減）となりました。

⑦ 当事業年度は特別損失に役員退職金100,000千円を計上しました。

　 ⑧以上の結果、税引前当期純損失は54,015千円（前事業年度は税引前当期純利益52,316千円）となりました。

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における重要な設備投資等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成26年３月31日現在)

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械及び

装置

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社及び本社工場

(大阪市北区)
ボイラー部門

製造設備

事務所
2,633 1,389

178,396
(1,860.11)

682 183,102 2

賃貸用マンション

(大阪市北区)
不動産部門

賃貸用

不動産
237,038  ―

1,811
(899.79)

34 238,884  ―

東京支店

(神奈川県茅ヶ崎市)
ボイラー部門 事務所 ― ― ― 427 427 1

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．東京支店は有限会社共英より賃借しており、面積は12.5㎡であります。

４．上記の他、主要な設備のうち賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。
 

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

年間リース料

(千円)

リース契約残高

(千円)

東京支店

(神奈川県茅ヶ崎市）
ボイラー部門 事務所 35 ―

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,800,000

計 2,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

平成26年３月31日

提出日現在
発行数(株)

平成26年６月27日

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,320,000 1,320,000 非上場・非登録 ―

計 1,320,000 1,320,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増加数 残高 増加額 残高 減少額 残高

昭和50年６月１日
普通株式

(株)
120,000

(株)
1,320,000

(円)
6,000,000

(円)
66,000,000

(円)
6,000,000

(円)
54,179,179
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(6)【所有者別状況】

(平成26年３月31日現在)

区分

株式の状況(単元株制度は採用しておりません)

単元未満
株式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― 1 4 ― ― 258 263 ―

所有株式数
(株)

― ― 5,500 25,015 ― ― 1,289,485 1,320,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― 0.42 1.89 ― ― 97.69 100.00 ―
 

 

(7) 【大株主の状況】

(平成26年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

颯 波 悦 子 大阪府池田市 167 12.68

颯 波 郁 子 兵庫県尼崎市 155 11.77

丸　山　三音子 大阪府池田市 124 9.43

颯 波 樟 三 大阪府豊中市 115 8.78

颯 波 敏 子 大阪府池田市 111 8.47

颯　波　隆　友 大阪府豊中市 95 7.26

颯 波 慶 昭 大阪府豊中市 91 6.90

近　藤　卓　三 愛知県犬山市 38 2.93

颯　波　弘　恵 愛知県春日井市 33 2.50

颯 波 敏　夫 大阪府大阪市 33 2.50

計  967 73.27
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成26年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 1,320,000 1,320,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,320,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,320,000 ―
 

(注) 当社は単元株制度を採用しておりません。

 

② 【自己株式等】

(平成26年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、将来の事業展開に備えて内部留保の充実を図るとともに、株主に対する利益還元を重要な経営課題である

と認識しております。配当につきましては、業績を考慮した上で期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを

基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。内部留保による資金につきましては、今

後の事業展開に資すべく財務体質の改善並びにその他の資金需要の原資として活用してまいる所存でございます。

しかしながら、当事業年度の剰余金の配当につきましては、利益状況、企業体質の強化ならびに将来の事業展開等

を総合的に勘案し、無配とさせていただきます。

 

４ 【株価の推移】

当社は未上場、非登録のため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
 

役名

(職名)

氏名

(生年月日)
略歴 任期

所有株式数

(千株)

代表取締役社長
颯 波 郁 子

(昭和36年４月22日生)

平成13年１月 当社入社

(注)５ 155平成23年６月 当社取締役就任

平成25年６月 当社取締役社長就任(現任)

常務取締役

(営業部長)

颯 波 樟 三

(昭和10年４月17日生)

昭和37年10月 当社入社

(注)５ 115
昭和47年６月 営業部長就任(現任)

昭和47年３月 当社取締役就任

平成25年６月 当社常務取締役就任(現任)

常務取締役

(東京支店長)

田 中 俊 彦

(昭和18年10月20日生)

昭和44年２月 当社入社

(注)５ 1
昭和60年４月 東京支店長就任(現任)

平成11年６月 当社取締役就任

平成25年６月 当社常務取締役就任(現任)

取締役
颯 波 敏 子

(昭和５年２月12日生)
昭和60年８月 当社取締役就任(現任) (注)５ 111

取締役
颯 波 悦 子

(昭和34年１月27日生)

平成２年７月 当社入社
(注)５ 167

平成11年６月 当社取締役就任(現任)

取締役

 (本社工場長）

颯 波 隆 友

(昭和48年６月３日生)

平成13年１月 当社入社

(注)５ 95平成17年11月 当社資材課長就任

平成25年６月 当社取締役就任(現任)

監査役
颯 波 光 子

(昭和22年９月29日生)
昭和62年６月 当社監査役就任(現任) (注)６ 23

監査役
丸 山 三音子

(昭和31年８月26日生)
平成９年６月 当社監査役就任(現任) (注)６ 124

計 ８名 ― ― 791
 

(注) １．取締役 颯波樟三は代表取締役社長 颯波郁子の叔父であり、取締役 颯波敏子は同社長の母であり、取締役

颯波悦子は同社長の姉であり、取締役 颯波隆友は同社長の従弟であります。

２．監査役 颯波光子は取締役 颯波樟三の配偶者であり、監査役 丸山三音子は代表取締役社長 颯波郁子の姉で

あります。

３．取締役 颯波敏子は、社外取締役であります。

４．監査役 颯波光子及び丸山三音子は、社外監査役であります。

５．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。

６．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えといたしまして、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性

を認識するとともに、株主をはじめとする利害関係者の方々に対して、透明性の高い経営を目指し、変化の激しい

経営環境に対処すべく迅速な意思決定と業務執行を行うよう努めてまいります。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

① 当社は意思決定機関として株主総会と取締役会があります。

取締役会は、代表取締役社長と３名の常勤取締役及び１名の社外取締役並びに１名の非常勤取締役の計６名

からなります。

監査役は２名(非常勤、社外監査役)であります。

当社と社外取締役１名及び社外監査役２名との間に当社株式の所有(５「役員の状況」に記載)を除き、人的

関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はありません。

当社の取締役と監査役は１名を除いて、２親等以内の親族であります。

② 内部監査の状況

当社は代表取締役社長を除く常勤者としては、取締役と従業員合計６名の小規模な会社であり、内部監査組

織は設けておりませんが、定時又は臨時の取締役会の開催と意見聴取により相互統制と牽制が行われておりま

す。

③ 会計監査の状況

当社は、公認会計士豊見里隆一と監査契約を締結し、会計監査を受けております。当社の会計監査業務を執

行したのは公認会計士豊見里隆一であります。

 

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社は、各取締役が経営上のリスクに関する協議を随時行うことによりリスクに対処しております。

 

(3) 取締役の選任の要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

(4) 役員報酬の内容

当事業年度における役員報酬は以下のとおりであります。

① 取締役の年間報酬総額

社外取締役を除く取締役の年間報酬総額 49,696千円

社外取締役の年間報酬総額 1,060千円

 合計    50,756千円
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② 監査役の年間報酬総額                                    1,160千円

(監査役の年間報酬総額は社外監査役に対するものであります。)

なお、取締役に支払った報酬には、使用人兼務役員に対する使用人給与・賞与を含んでおります。

 

(5) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

1,500千円 ― 1,000千円 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

監査報酬は、監査日数、監査会社の規模、業務の特性等の要素を勘案して適切に決定されております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士豊見里隆一氏により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第67期事業年度の財務諸表　　公認会計士　東口喜代一

第68期事業年度の財務諸表　　公認会計士　豊見里隆一

３．連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みは行っておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 37,002 72,386

  受取手形 2,115 2,833

  売掛金 83,147 29,226

  仕掛品 2,394 12,070

  原材料及び貯蔵品 8,250 7,884

  未収入金 - 8,404

  繰延税金資産 1,346 19,158

  その他 463 55

  貸倒引当金 △2,400 △2,294

  流動資産合計 132,320 149,726

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※2  245,999 ※2  237,857

   構築物（純額） 1,991 1,814

   機械及び装置（純額） 1,759 1,389

   車両運搬具（純額） - 3,066

   工具、器具及び備品（純額） 1,237 1,145

   土地 ※2  180,208 ※2  180,208

   リース資産（純額） 18 -

   有形固定資産合計 ※1  431,213 ※1  425,480

  無形固定資産   

   電話加入権 375 375

   無形固定資産合計 375 375

  投資その他の資産   

   投資有価証券 800 800

   出資金 200 200

   長期前払費用 14,876 1,793

   差入保証金 84 84

   保険積立金 17,384 21,080

   投資その他の資産合計 33,345 23,958

  固定資産合計 464,933 449,814

 資産合計 597,254 599,540

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 27,372 10,226

  買掛金 7,789 3,505

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  35,408 ※2  44,268

  未払金 2,870 1,488

  リース債務 18 -

  未払法人税等 8,836 -

  未払消費税等 2,402 2,542

  預り金 2,296 3,927

  その他 690 985

  流動負債合計 87,683 66,944

 固定負債   

  長期借入金 ※2  112,070 ※2  185,502

  長期預り保証金 13,801 4,868
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  繰延税金負債 12,384 11,400

  修繕引当金 4,080 6,120

  固定負債合計 142,336 207,890

 負債合計 230,019 274,834

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 66,000 66,000

  資本剰余金   

   資本準備金 54,179 54,179

   資本剰余金合計 54,179 54,179

  利益剰余金   

   利益準備金 13,900 13,900

   その他利益剰余金   

    土地圧縮積立金 22,317 22,317

    別途積立金 46,000 46,000

    繰越利益剰余金 164,837 122,309

   利益剰余金合計 247,055 204,526

  株主資本合計 367,234 324,705

 純資産合計 367,234 324,705

負債純資産合計 597,254 599,540
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高   

 製品売上高 226,125 230,896

 不動産賃貸収入 56,981 51,168

 売上高合計 283,106 282,065

売上原価   

 製品売上原価 120,349 114,771

 不動産賃貸原価 20,970 20,895

 売上原価合計 141,319 135,666

売上総利益 141,787 146,398

販売費及び一般管理費 ※1  84,758 ※1  101,302

営業利益 57,029 45,095

営業外収益   

 受取利息 2 2

 受取配当金 4 70

 保険解約返戻金 - 9,887

 貸倒引当金戻入額 - 105

 スクラップ売却益 362 863

 雑収入 94 126

 営業外収益合計 464 11,055

営業外費用   

 支払利息 3,184 2,770

 支払保証料 1,992 7,396

 営業外費用合計 5,177 10,166

経常利益 52,316 45,984

特別損失   

 役員退職慰労金 - 100,000

 特別損失合計 - 100,000

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 52,316 △54,015

法人税、住民税及び事業税 19,356 710

法人税等調整額 643 △18,796

法人税等合計 20,000 △18,086

当期純利益又は当期純損失（△） 32,315 △35,928
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【製造原価明細書】

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 19,597 16.1 19,991 16.0

Ⅱ 労務費 26,683 22.0 24,480 19.6

Ⅲ 経費 74,935 61.8 79,975 64.2

(うち外注加工費) (66,868)  (69,628)  

(うち減価償却費) (641)  (701)  

当期総製造費用 121,216 100.0 124,447 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,526  2,394  

合計 122,743  126,841  

期末仕掛品たな卸高 2,394  12,070  

当期製品製造原価 120,349  114,771  
 

(注) 原価計算の方法は実際原価計算による個別原価計算であります。

 

不動産賃貸原価明細書

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ マンション管理費 12,864 61.3 12,930 61.8

Ⅱ 減価償却費 8,105 38.6 7,965 38.1

合計 20,970 100.0 20,895 100.0
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

土地圧縮積立金

当期首残高 66,000 54,179 54,179 13,900 22,317

当期変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当      

当期純利益 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ―

当期末残高 66,000 54,179 54,179 13,900 22,317
 

 

 

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 46,000 132,521 214,739 334,918 334,918

当期変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当    ― ―

当期純利益 　 32,315 32,315 32,315 32,315

当期変動額合計 ― 32,315 32,315 32,315 32,315

当期末残高 46,000 164,837 247,055 367,234 367,234
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 当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

土地圧縮積立金

当期首残高 66,000 54,179 54,179 13,900 22,317

当期変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当      

当期純損失 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ―

当期末残高 66,000 54,179 54,179 13,900 22,317
 

 

 

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 46,000 164,837 247,055 367,234 367,234

当期変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当  △6,600 △6,600 △6,600 △6,600

当期純損失 　 △35,928 △35,928 △35,928 △35,928

当期変動額合計 ― △42,528 △42,528 △42,528 △42,528

当期末残高 46,000 122,309 204,526 324,705 324,705
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 52,316 △54,015

 減価償却費 9,912 10,106

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,400 △105

 修繕引当金の増減額（△は減少） 2,040 2,040

 受取利息及び受取配当金 △6 △72

 支払利息及び手形売却損 3,184 2,770

 長期前払費用償却額 2,150 7,554

 有形固定資産除売却損益（△は益） 0 -

 売上債権の増減額（△は増加） △1,372 53,203

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,241 △9,309

 未払金の増減額（△は減少） 482 △1,381

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,553 △21,429

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,256 140

 預り保証金の増減額（△は減少） △90 △7,033

 リース債務の増減額（△は減少） △216 0

 その他の資産の増減額（△は増加） △308 397

 その他の負債の増減額（△は減少） 123 △350

 小計 60,872 △17,486

 利息及び配当金の受取額 5 72

 利息の支払額 △3,175 △2,759

 法人税等の支払額 △30,876 △17,951

 営業活動によるキャッシュ・フロー 26,826 △38,125

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 0 △5,031

 有形固定資産の取得による支出 △437 △4,373

 保険積立金の積立による支出 △3,696 △3,696

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,134 △13,100

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 - 250,000

 長期借入金の返済による支出 △37,877 △167,708

 配当金の支払額 - △6,241

 その他 - 5,528

 財務活動によるキャッシュ・フロー △37,877 81,579

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,184 30,353

現金及び現金同等物の期首残高 48,649 33,465

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  33,465 ※1  63,818
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１  有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券(時価のないもの)

移動平均法に基づく原価法

 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

材料、仕掛品、貯蔵品

個別法に基づく原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。

 

３  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、マンション等の不動産部門の有形固定資産については定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零として算定する方法によっております。なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(4) 長期前払費用

均等償却によっております

 

４  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の取立不能に備えるため一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) マンション修繕引当金

賃貸マンションにおける将来の定期的な修繕に要する支出に備える為、合理的に見積もった修繕費のうち、当事

業年度に負担すべき金額を計上しております。

 

５  ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原価法

「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成11年１月22日)注解14を適用、ヘッ

ジ会計の要件を満たしており、想定元本、利息の受払条件及び契約期間が当該長期借入金とほぼ同一でありま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 金利スワップ

(ヘッジ対象) 長期借入金の支払利息

(3) ヘッジ方針

当社は借入金に係る金利上昇リスクを回避し、金利のキャッシュ・フローを固定させるためにスワップ取引(受取

変動・支払固定)を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利相場変動を半期ごとに比較し将来の受取変動額と支払固定額の現在価値合計額を比較し、評価損益を計算す

るなどヘッジ有効性を評価することにしておりますが、特例処理によっておりますので、有効性の評価を省略して

おります。

 

６  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び随時引き出し可能な預金であります。

 

７  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。

 

EDINET提出書類

株式会社サッパボイラ(E01470)

有価証券報告書

29/57



 

(貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 413,231千円 420,513千円
 

 

※２ 担保資産

長期借入金(１年以内返済長期借入金を含む)の担保として抵当に供しているのは、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

建物(帳簿価額) 245,999千円 235,223千円

土地(帳簿価額) 180,208千円 1,811千円

計 426,207千円 237,035千円
 

　

(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりです。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

役員報酬 27,600千円 32,940千円

給料手当 21,832千円 14,911千円

賞与 3,068千円 1,033千円

退職金 ―千円 6,173千円

法定福利費 6,835千円 7,673千円

支払手数料 5,464千円 5,731千円

保険料 8,980千円 8,866千円

租税公課 8,644千円 5,269千円

貸倒引当金繰入額 2,400千円 2,294千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．発行済株式ならびに自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 1,320,000 ― ― 1,320,000

合計 1,320,000 ― ― 1,320,000

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 6,600,000 ５円 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．発行済株式ならびに自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 1,320,000 ― ― 1,320,000

合計 1,320,000 ― ― 1,320,000

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　（1）配当金支払額　

決議 株式の種類
配当金の総額
(円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 6,600,000 ５円 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金 37,002千円 72,386千円

預入期間３ケ月を超える定期預金 △3,536千円 △8,568千円

現金及び現金同等物 33,465千円 63,818千円
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる注記

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

 

 工具器具備品 合計

取得価額相当額 588千円 588千円

減価償却累計額相当額 553千円 553千円

期末残高相当額 35千円 35千円
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込法により算定しております。

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

 

 工具器具備品 合計

取得価額相当額 ―千円 　―千円

減価償却累計額相当額 ―千円 ―千円

期末残高相当額 ―千円 ―千円
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込法により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

１年以内 35千円 ―千円

１年超 0千円 ―千円

計 35千円 ―千円
 

(注) 未経過リース料の期末残高額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込法により算定しております。

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

支払リース料 84千円 35千円

減価償却費相当額 84千円 35千円
 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

EDINET提出書類

株式会社サッパボイラ(E01470)

有価証券報告書

33/57



 

(金融商品関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社はボイラーの製造販売を行うメーカーとして、製造計画及び販売計画を鑑み、必要な資金を銀行等金融機関

から調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しており、デリバティブは利用しておりませ

ん。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

金融債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。営業債務である支払手形及び買掛

金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金は、製品の製造に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、このうちの一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されています。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業部長が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握と軽減を図っております。当期の

決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表されていま

す。

② 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

当社は借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、他に金融機関の動向に注意を払っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、担当者からの入出金の報告に基づき、管理部長が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、支払

口座残高が充分にあるように管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額が無い場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

当期の決算日現在における営業債権のうち89％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 37,002 37,002 ―

(2) 受取手形及び売掛金 85,263 85,263 ―

資産計 122,265 122,265 ―

(1) 支払手形及び買掛金 35,161 35,161 ―

(2) 長期借入金(＊１) 147,478 149,918 2,440

負債計 182,639 185,080 2,440
 

(＊１) １年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金

預金はすべて満期が１年以内であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) 受取手形及び売掛金

すべて回収期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

すべて支払い期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

引いて算定する方法によっております。

(注２) 長期借入金の決算日後の返済予定額

(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 35,408 22,992 13,120 8,004 8,004 59,950
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社はボイラーの製造販売を行うメーカーとして、製造計画及び販売計画を鑑み、必要な資金を銀行等金融機関

から調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しており、デリバティブは利用しておりませ

ん。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

金融債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。営業債務である支払手形及び買掛

金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金は、製品の製造に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、このうちの一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されています。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業部長が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握と軽減を図っております。当期の

決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表されていま

す。

② 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

当社は借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、他に金融機関の動向に注意を払っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、担当者からの入出金の報告に基づき、管理部長が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、支払

口座残高が充分にあるように管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額が無い場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

当期の決算日現在における営業債権のうち78.5％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 72,386 72,386 ―

(2) 受取手形及び売掛金 32,059 32,059 ―

資産計 104,446 104,446 ―

(1) 支払手形及び買掛金 13,731 13,731 ―

(2) 長期借入金(＊１) 229,770 222,410 7,359

負債計 243,501 236,142 7,359
 

(＊１) １年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金

預金はすべて満期が１年以内であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) 受取手形及び売掛金

すべて回収期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

すべて支払い期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

引いて算定する方法によっております。

(注２) 長期借入金の決算日後の返済予定額

(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 44,268 35,113 34,272 34,272 28,315 53,530
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(有価証券関係)

市場性ある有価証券の時価情報

開示の対象となる有価証券はありません。

(注) 開示の対象から除いた有価証券及びその期末貸借対照表価額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

(固定資産)   

店頭売買株式以外の非上場株式 800千円 800千円
 

 

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当社はデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は従業員の退職に当たって、退職一時金の給付を行う退職金制度、及び企業年金制度はありません。ただし、

業界団体の厚生年金基金に加入しております。

 

厚生年金基金にかかる退職給付費用等

 
当事業年度

(平成25年３月31日)

① 退職年金基金搬出額 2,251千円

② 当該年金基金時価評価額 70,669百万円

③ 当社の年金資産額 35,334千円
 

 

(2) 退職給付費用等の計算の基礎に関する事項

③基金全体の平成25年３月期の総報酬額のうち、当社平成25年３月期の総報酬額に占める割合を乗じて計算してお

ります。

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は従業員の退職に当たって、退職一時金の給付を行う退職金制度、及び企業年金制度はありません。ただし、業界

団体の厚生年金基金に加入しております。

当社は複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算するこ

とができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

　

〇複数事業主制度

(1)複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年3月31日現在）

  年金資産の額                69,155百万円

   年金財政計算上の給付債務の額 98,620百万円

  差引額                    △29,465百万円
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(2)複数事業主制度の掛金に占める当社の割合（平成25年3月分）

　　　　 0.05％

(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高24,384百万円であります。本制度における過去勤

務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しておりません。

 

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

繰延税金資産(流動)   

貸倒引当金 668千円 734千円

事業税 677千円 ―

事業所税 ― 296千円

繰越欠損金 ― 18,899千円

繰延税金資産(固定)   

修繕引当金 1,606千円 2,206千円

計 2,953千円 22,136千円

繰延税金負債(流動)   

未収還付事業税  771千円

繰延税金負債(固定)   

土地圧縮積立金 13,991千円 13,606千円

計 13,991千円 14,377千円

繰延税金資産の純額   

(繰延税金資産-繰延税金負債) △11,038千円 7,758千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の百分の五

以下であるため注記を省略しております。

当事業年度は、税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

 
３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度か

　ら復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

　に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、前事業年

　度の38.37％から36.05％に変更されております。

　　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が1,232千円減少し、当事業年度に計上され

　た法人税等調整額が同額増加しております。

 

(持分法損益等)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当社は子会社及び関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

当社は本社所在地において、賃貸用マンション１棟(土地を含む)を有しております。平成25年３月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は36,792千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は売上原価に計上)であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定

方法は以下のとおりであります。

   (単位：千円)

貸借対照表計上額

決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

254,902 △8,096 246,806 546,908
 

(注) １．貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．主な変動

減少は、当期の減価償却費であります。

３．時価の算定方法

「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定士が算定した金額に基づいております。

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当社は本社所在地において、賃貸用マンション１棟(土地を含む)を有しております。平成26年３月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は30,241千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は売上原価に計上)であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定

方法は以下のとおりであります。

   (単位：千円)

貸借対照表計上額

決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

246,806 △7,956 238,849 538,942
 

(注) １．貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．主な変動

減少は、当期の減価償却費であります。

３．時価の算定方法

「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定士が算定した金額に基づいております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は「ボイラー部門」及び「不動産部門」を展開しており、製品・サービス別の区分により経営を管理して

おります。従って当社における事業セグメントは、製品・サービス別セグメントにより識別しており、「ボイ

ラー部門」及び「不動産部門」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

ボイラー部門においては、汽罐及び付属品の製造、販売並びに据付、解体、配管工事請負を実施しておりま

す。

「不動産部門」においては、マンションの賃貸及びモータープールの経営を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
財務諸表
計上額ボイラー部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 226,125 56,981 283,106 ― 283,106

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 226,125 56,981 283,106 ― 283,106

セグメント利益 45,036 32,291 77,327 △20,298 57,029

セグメント資産 195,401 246,857 442,258 154,995 597,254

セグメント負債 173,253 41,022 214,276 15,743 230,019

その他の項目      

減価償却費 1,164 8,105 9,270 ― 9,270

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

― ― ― ― ―
 

(注) １．セグメント利益の調整額△20,298千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

２．セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、現金預金37,002千円、売

掛金83,210千円及び保険積立金17,384千円が主なものであります。

３．セグメント負債の調整額は、各報告セグメントに配分していない未払法人税等8,836千円及び未払消費税等

2,402千円が主なものであります。
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Ⅱ．当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は「ボイラー部門」及び「不動産部門」を展開しており、製品・サービス別の区分により経営を管理して

おります。従って当社における事業セグメントは、製品・サービス別セグメントにより識別しており、「ボイ

ラー部門」及び「不動産部門」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

ボイラー部門においては、汽罐及び付属品の製造、販売並びに据付、解体、配管工事請負を実施しておりま

す。

「不動産部門」においては、マンションの賃貸及びモータープールの経営を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
財務諸表
計上額ボイラー部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 230,896 51,168 282,065 ― 282,065

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 230,896 51,168 282,065 ― 282,065

セグメント利益 76,143 30,238 106,382 △61,286 45,095

セグメント資産 237,254 238,849 476,104 123,435 599,540

セグメント負債 246,417 12,888 259,305 15,529 274,834

その他の項目      

減価償却費 1,605 7,965 9,570 535 10,106

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

713 ― ― 3,660 4,373
 

(注) １．セグメント利益の調整額 △61,286千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

２．セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、現金預金72,386千円及び

保険積立金21,080千円が主なものであります。

３．セグメント負債の調整額は、各報告セグメントに配分していない繰延税金負債11,400千円が主なものであり

ます。
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【関連情報】

Ⅰ．前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報Ⅱ．３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関す

る情報」に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東日本旅客鉄道㈱ 54,720 ボイラー部門

東日本トランスポーテック㈱ 52,713 ボイラー部門

真岡鉄道㈱ 35,352 ボイラー部門

三井不動産住宅リース㈱ 45,743 不動産部門
 

 

Ⅱ．当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報Ⅱ．３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関す

る情報」に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東日本旅客鉄道㈱ 86,772 ボイラー部門

三井不動産住宅リース㈱ 44,866 不動産部門

札幌交通機械㈱ 43,748 ボイラー部門

太田金属㈱ 21,695 ボイラー部門

㈱ケイエスケイ 19,079 ボイラー部門
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

Ⅰ．前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

Ⅱ．当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

Ⅰ．前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

Ⅱ．当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

Ⅰ．前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

Ⅱ．当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

(関連当事者情報)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり当期純利益金額及び1株当たり当期純損失金額の算定の基礎については、損益計算書上の当期純利益及

び当期純損失から控除すべき普通株主に帰属しない金額はありません。また当事業年度を通して株式(普通株式)の

増減も無く、自己株式の取得及び保有もないので、損益計算書上の当期純利益及び当期純損失を発行済株式総数で

除して計算しております。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 278.20円 245.98円

１株当たり当期純利益金額 24.48円 ―

１株当たり当期純損失金額 ― 27.21円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

　

(重要な後発事象)

　　当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

 

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下でありますので、財務諸表等規則第124条の規定により記載を

省略いたします。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 610,561 ― ― 610,561 372,704 8,142 237,857

構築物 18,853 ― ― 18,853 17,038 176 1,814

機械及び装置 22,918 ― ― 22,918 21,529 369 1,389

車両運搬具 4,408 3,660 1,526 6,542 3,476 594 3,066

工具器具及び備品 6,204 713 218 6,699 5,554 805 1,145

一括償却資産 209 ― ― 209 209 ― ―

リース資産 1,080 ― 1,080 ― ― 18 ―

土地 180,208 ― ― 180,208 ― ― 180,208

有形固定資産計 844,444 4,373 2,824 845,993 420,513 10,106 425,480

無形固定資産        

電話加入権 375 ― ― 375 ― ― 375

無形固定資産計 375 ― ― 375 ― ― 375

長期前払費用 32,861 1,787 26,070 8,579 6,785 7,554 1,793

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 35,408 44,268 1,031 ―

１年以内に返済予定のリース債務 35 ― ― ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

112,070 185,502 0.843
平成27年4月1日～
平成35年12月5日

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 147,513 229,770 ― ―
 

(注) １ 平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

(注) ２ リース債務の「平均利率」については、リース資産総額の期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合

に重要性が乏しいため、利息相当額を控除しない方法によっているため、記載しておりません。

(注) ３ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年以内１年ごとの返済予

定額は以下のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 35,113 34,272 34,272 28,315

リース債務 ― ― ― ―
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,400 2,294 ― 2,400 2,294

マンション修繕引当金 4,080 2,040 ― ― 6,120
 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は未使用額の戻入額であります。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

流動資産

① 現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 669

預金  

当座預金 60,185

普通預金 1,264

定期預金 8,568

定期積金 1,700

小計 71,717

合計 72,386
 

 

② 受取手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

サンロック工業㈱ 1,066

㈱八代 939

㈱積水化成品山口 554

大村紙業㈱ 273

合計 2,833
 

 

決済月別明細

 

決済月(平成26年) ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額(千円) 419 939 ― 1,124 349 2,833
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③ 売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱ケイエスケイ 19,425

東日本旅客鉄道㈱ 2,940

東日本トランスポーテック㈱ 1,433

長崎靴下仕上所 745

西垣靴下セット工場 624

他21社 4,057

合計 29,226
 

 

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

 

前期繰越高 当期発生高 当期回収高 次期繰越高 回収率(％) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)×100
(Ａ)＋(Ｂ)
 

(Ａ)＋(Ｄ)／２
(Ｂ)／365

 

83,147 248,535 302,457 29,226 91.18 82.51
 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

④ 商品及び製品

該当事項はありません。

 

⑤ 仕掛品

 

区分 金額(千円)

ボイラー 12,070

合計 12,070
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⑥ 原材料及び貯蔵品

 

区分 金額(千円)

部品(ポンプ他) 3,217

鉄鋼板類 2,853

補助材料(パッキング他) 972

外注加工品(波形炉筒他) 530

粗形材料(ダブルヒンジ他) 310

合計 7,884
 

 

流動負債

⑦ 支払手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

サンレー冷熱㈱ 2,719

三和工業㈱ 1,313

福島断熱工業所 1,076

アゲハ産業㈱ 836

㈱三協商会 694

他11社 3,585

合計 10,226
 

 

支払手形の決済期日別内訳表

 

月別(平成26年) ４月 ５月 ６月 ７月 合計

金額(千円) 5,523 2,424 1,269 1,008 10,226
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⑧ 買掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

サッパテクノサービス 1,110

㈱日興商会 646

㈱アイエス 231

ミツバ工業㈱ 224

スリーエム工業㈱ 207

他19社 1,084

合計 3,505
 

 

固定負債

⑨ 預り保証金

 

区分 金額(千円)

賃貸マンション 4,630

モータープール 238

合計 4,868
 

 

⑩ 退職給付引当金

該当事項はありません。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用しておりません。

単元未満株式の買取り 単元株制度を採用しておりません。

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 ありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第67期(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)平成25年６月28日に近畿財務局長に提出

(2) 半期報告書

事業年度 第68期中(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)平成25年12月26日に近畿財務局長に提出

(3) 訂正半期報告書

　　事業年度　第67期中(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)平成25年12月20日に近畿財務局長に提出

　　事業年度　第68期中(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)平成26年２月14日に近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成26年６月26日

株式会社サッパボイラ

取締役会  御中

 

　　　豊見里公認会計士事務所
 

 

　　公認会計士 豊 見 里　隆 一　　   ㊞
 

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サッパボイラの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを

求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続きが実施される。監査手続きは、

私の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続きを立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サッパ

ボイラの平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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